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二
〇
一
三
年
六
月
の
Ｇ
8ロ
ッ
ク・
アーン・サミットにおいて、情報化時代の不可欠な資源として政府が保有する様々なデータを人々が利用しやすいオープンな形で提供することなどを定めた
「オープンデータ憲章」
について合意がなされ、我が国でも政府データ オープン化する動きがますます加速して る。オ プン化が進められているデータは、予算や統計、地理情報や郵便番号、医療機関の情報、環境、気象データのように様々なタイプを含んで る。それらが誰でも再利用できる形でオンラインで提供されることにより、政府の透明性 高まるとともに、産業の発展や公共サービス 改善につなげられるなどの利点もあ 。それ 加え、海外の政府データがオープン化されることで現地事情 より把握しやすくなるともいえる。　
インド政府はオープンデータの取
り
組
み
に
先
駆
け、
二
〇
〇
五
年
か
ら
N
ational Portal of India ：
Ｎ
Ｐ
Ｉ
（
http://w
w
w
.india.gov.in/ ）
で
様
々
な政府情報をウェブ上で公開してきた。また、米国政府と共同で、各国が政府データをオープン化 るための
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
O
pen G
overnm
ent 
Platform
をオープンソースとして開
発し公開した。これを利用したインド
政
府
の
デ
ー
タ
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
D
ata Portal India ：
Ｄ
Ｐ
Ｉ（
http://
w
w
w
.data.gov.in/ ）
は
二
〇
一
二
年
九
月にベータ版が公開、今年八月に本格オープンを果たした。一〇月七日時
点
の
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
数
は
四
六
六
〇
件、提供元の内訳は五三の省庁と一つの州となっていた。　
図
1として、ＤＰＩトップ画面を
示す。トップには、前述の収録数と提供機関数、データ利用 ために開発
さ
れ
た
ア
プ
リ
の
数
や、
お
知
ら
せ、
利用者の声、 連する政府文書やコミュニティ（統計・農業・保健）参加
ペ
ー
ジ
へ
の
リ
ン
ク
等
が
の
っ
て
い
る。アプリ開 コンテストの開催やデータに関する意見を受け付けるなど市民の参加を促す姿勢がうかがわれる。　
デ
ー
タ
を
探
す
に
は、
D
atasets
の
ページから様々な条件でのブラウズやメタデータを利用したキーワード検索ができる。画面上部 検索窓から
Population
で
検
索
す
る
と、
説
明
文やタイトル等にその単語を含む乳児死亡率、合計特殊出生率、州別貧困線以下人口等がヒットした。ほしいデータが公開されていない場合は要望を送ることができ、これまでに
送
ら
れ
た
要
望
に
賛
同
す
る
場
合
は
ク
リックで意思表示が可能である。また、画面左側には様々なソート条件や絞り込み用の情報が表示されており、提供元の省庁・部局名からブラウ
ズ
や
絞
り
込
み
を
す
る
こ
と
も
で
き
る。農業省が一七四五件と提供数が最も多い。人気順（表示回数とダウンロード数の多さ）でみると一九五一―五二年度以降のＧＤＰに関するデータ（成長率、主要経済セクターごとのシェアなど時系列データ）が最上位であった。　
データセットのタイトルをクリッ
クすると三つのタブでメタデータが表示される。
基本情報にはタイトル、
説明、キーワード、ダウンロード用リンク、参照情報として関連する出版物や省庁へのリンク等が掲載されている。　
データを効率的に再利用するため
には、加工や分析に適した形式で提供されていることが望ましい。ＤＰＩではファイル形式は一種類のみの場合と変換ツールを介して複数から選択できる場合があり、ダウンロード
欄
に「
D
ata Export Tool 」
と
い
う
リ
ン
ク
が
あ
れ
ば、
Ｘ
Ｍ
Ｌ、
Ｃ
Ｓ
Ｖ、
ＪＳＯＮやＪＳＯＮＰなどのよりＰＣ上で利用しやすい形式に変換が可能である。　
政府刊行物やウェブの情報量から
すると、現在オープン化されていのはインド政府が保有・作成してい
るデータのほんの一部に過ぎないと思
わ
れ
る。
前
述
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
関
す
る
データのように時系列でデータが提供されているものもあるが、直近年しかない場合もある。統計など長期的な変化を追いたい場合には冊子体の資料を図書館で利用したり、ＰＤＦから数値を入力し直すなど、ほかの媒体も併せて利用する必要があろう。データの定義や凡例がわかりにくい場合もあり、出典をたどっ 定義を探さなければなら いこともある。しかし、そのままソフトで再利用可能なデータがウェブか 無料で入手でき、手軽に利用できるようになることで、研究や開発分野で 活用も一層期待される。途上国研究関連のオープンデータに関する動きは本誌二〇一三年三月号の本コ ナーでも紹介されているの ぜひご参照いただきたい。　
世界のオープンデータの取り組み
を多角的に評価するオープン・タ・
セ
ン
サ
ス（
http://census.okfn.
org/ ）
が実施中であ
る
が、
イ
ン
ド
は
執
筆
時
点
で
六
〇
点
中
三
二
点
で
あ
る。
今
後
の
ま
す
ま
す
の
発
展に期待したい。（さ
か
い
　
か
な
こ
／
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
図書館）
オ
ー
プ
ン
に
利
用
で
き
る
イ
ン
ド
の
政
府
デ
ー
タ
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井
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